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論文題目 高速交通体系の整備が国土構造の変動に及ぼす影響に関する研究 

（論文内容の要旨） 

 

本論文は，交通インフラ整備に伴う旅客・貨物交通の費用低減が国土の産業構造や

人口分布に及ぼす影響に関して，一般均衡モデルを応用した新しい分析手法を提示す

るものであり，以下の６つの章で構成されている． 

 

第１章は序論であり，本論文の背景と目的および基本的な考え方を整理している．

現在の日本では，大都市圏の都市機能強化や地方創生の促進のために交通インフラの

整備・拡充が行われている．こうした背景の下，交通インフラ整備が人口の分布や企

業の立地，都市構造・国土構造の変動に及ぼす影響を分析する意義が高まっているこ

とを論述している．本論文は，この分析枠組みとして一般均衡モデルを応用するとと

もに，既存研究では考慮されていない交通インフラの国土構造への影響を分析するこ

との必要性について考察している．さらに，第２章以降の論文構成について説明して

いる． 

 

第２章では，土木計画学の分野において発展してきた空間的応用一般均衡モデルに

ついて体系的なレビュウを行い，研究系譜やモデルの基本構造を整理している．さら

に，貨物流動・旅客流動の種別に応じた交通インフラ整備の経済効果に関する理論的・

実証的な研究成果に着目し，国土計画や都市政策の分析において一般均衡モデルが果

たしてきた役割について分析している．その上で，国際間・地域間の労働者や資本の

移動，人や企業の立地変更については多くの課題が残されているなど，既往の一般均

衡モデルの理論的課題を網羅的に整理している．これにより，以降の章において分析

に導入される視点の新規性と重要性を明らかにしている． 

 

第３章では，国際貿易を考慮した空間的応用一般均衡モデルを拡張し，国際港湾に

おける通関手続きの所要時間の短縮効果を分析可能な実用的モデルを構築している．

アジア諸国の急成長にともない，日本を含む同地域の貿易が拡大しており，我が国で

は国土交通省を中心に荷主企業や物流事業者の活動を支援するための国際的な交通

政策が検討，実施されている．しかしながら，通関手続きの簡素化や港湾運営の効率

化を通じて物流事業者の活動を効率化する政策の効果を定量化可能なモデルは限ら

れていた．そこで，本章では，貨物輸送を担う企業の活動を明示的に扱うことにより，

交通インフラの整備や運用の改善が，物流産業の活動の変化を通じて経済に与える波

及効果を分析することを目的とした一般均衡モデルを開発している．さらに，構築し

たモデルを東アジア圏に対して適用し，国境を越えて発生・帰着する交通インフラの

整備効果を定量化している． 

  

第４章では，一般均衡モデルを用いて，交通インフラ整備が，途上国の起業家と内

国資本の育成に及ぼす影響について分析している．その際，途上国経済の発展におい
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て，途上国内のローカル・マーケットを対象とした産業セクターの役割に着目してい

る．ローカル・マーケットに特化した産業は，その国に固有の歴史的・文化的背景と

密接に関係しており，現地の起業家に経営の優位性がある．他方，世界共通に価値が

認められる貿易財については，高度なノウハウを蓄積している先進国の多国籍企業に

優位性がある．既往研究では考慮されていなかったこの視点に基づき，国際交通イン

フラと国内交通インフラの整備効果が現地の起業家や内国資本に与える影響を比較し

ている．これにより，国際交通インフラが貿易活性化と外国資本への依存性強化をも

たらすのに対して，国内交通インフラ整備は国内取引の活性化と起業家・内国資本の

育成を促すことを明らかにしている． 

 

第５章では，先進国のサービス産業に着目した分析を行っている．都市経済の中心

的な担い手であるサービス産業においては，顧客とのフェイス・ツゥ・フェイスのコ

ミュニケーションがサービス財の生産や取引において重要な役割を果たす．都市間高

速鉄道の整備は，離れた都市に立地する企業と顧客のコミュニケーションにかかる移

動時間や移動費用を削減することができ，企業の生産効率を高めるとともに，企業の

活動拠点に影響を及ぼす．既往研究では考慮されていなかったこの視点に基づき，都

市間高速鉄道の整備が企業と人口の都市間分布に与える影響を理論的な一般均衡モ

デルで分析している．分析の結果，都市間高速鉄道の整備により，混雑の著しい都市

から，相対的に混雑の少ない都市への企業の分散が進むことを理論的に明らかにして

いる． 

 

第６章は結論であり，本論文で得られた成果について要約している． 

 

 


